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Ｐ０９００４ 
Ｐ１００２２ 

２０１９年度実施方針 
 

ＩｏＴ推進部 
 
１．件 名：（大項目）低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト 
 
２．根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１号ニ、第３号及び第９

号 
 
３．背景及び目的・目標 

電気エネルギー生成方法の多様化は、資源枯渇及び地球温暖化の解決に向けた重要な検討課題

であるが、中でも、電気エネルギーへの移行は、課題解決の有力な手段のひとつである。電力の

生成から消費に至るフローにおいて、電力利用効率向上の手段として、パワー半導体デバイスに

よる電力変換・制御（直流・交流変換、周波数制御等）は、すでに多くのフェーズで行われてい

る。さらに、これまでパワー半導体が適用されていなかった機器への展開や、新たな応用分野が

急激に広がることによって、パワー半導体デバイスが利用される局面は大幅に増加すると見込ま

れる。たとえば、ハイブリッド自動車の普及など電化の進む社会への転換がその起動力の一つで

ある。また、高度に情報化が進む今日の社会では、ブロードバンドの普及、ＩＴ機器の高度化・

設置台数の急激な増加に伴い、機器が消費する電力の急激な増大が見込まれており、情報関連機

器の省エネルギー化が重要な課題となっている。このためにも、パワー半導体デバイスが電力利

用効率向上に大きく役立つと考えられる。このように、パワー半導体デバイスによる電力損失の

低減は低炭素社会の実現に向けて極めて重要である。 
現在は、パワー半導体デバイスの材料として主にＳｉ（シリコン）が使用されているが、電力

損失がＳｉの１／１００以下、数ｋＶの高耐圧性など、パワー半導体として極めて優れた性能を

有した新材料ＳｉＣ（炭化珪素）の実用化が期待されている。また、ＧａＮ（窒化ガリウム）、Ｇ

ａ２Ｏ３（酸化ガリウム）等、ＳｉＣ以外の新材料についても実用化に向けて研究開発を進めてい

る。新材料パワー半導体デバイスを用いることにより、従来のＳｉデバイスを用いた電力変換モ

ジュールと比べ、電力損失が格段に低い、また小型で大電力を扱える電力変換機器を実現するこ

とが期待される。インバータ等の電力変換装置の適用範囲が鉄道や次世代自動車などの環境産業

をはじめとして極めて広いことから、社会全体への波及効果が極めて大きく、さまざまな産業に

おいて、その成長の鍵となるものである。したがって、パワー半導体デバイス及び電力変換機器

における技術力は我が国産業の国際競争力を左右するものである。 
我が国における関連技術開発としては、主として産業用モータ駆動用を想定して、ＳｉＣウエ

ハ品質と関連づけたＳｉＣデバイスの大容量化／高信頼化の技術開発、或いはインバータコア技

術開発がＮＥＤＯプロジェクト（「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発」２００６年
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～２００８年など）において行われてきている。同プロジェクトにて開発されたＳｉＣウエハ品

質向上及び評価技術・デバイスプロセス技術・回路技術・熱設計技術等、全体的な技術の高度化

の結果として、Ｓｉデバイスに比べ大幅な損失低減（同定格インバータユニットにおいて、現在

主流のＳｉ－ＩＧＢＴを適用した場合に比べ、７０％損失を低減）が実証されるに至っている。 
ＩＴ産業の電力消費低減に寄与するため、データセンタやその電力源に用いる交流・直流変換

等の高効率化を実現したり、電気自動車のように新たに拡大しつつある応用製品に適した電力変

換機器を実現したりするためには、具体的な適用製品を想定して、高電流密度化（大容量化）や、

デバイス・機器の信頼性向上といったＳｉＣデバイス性能の高度化を進めることが重要である。

同時に、ＳｉＣデバイスとの組み合わせにおいて力を発揮する材料・部品・回路設計・ノイズ対

策や熱設計などの課題を解決していく必要がある。 
一方、ＳｉＣパワー半導体デバイスの効率向上・適用範囲拡大を支え、普及の鍵となるのは、

ＳｉＣ半導体材料の高品質化と供給安定化であるが、現在のＳｉＣウエハ市場は、４インチウエ

ハが限定された規模で生産されている状況であって、かつ海外企業による寡占状況と言わざるを

得ない。このことから生じる供給安定性への不安及び高価格が開発・普及への足かせになってい

る。それだけでなく、諸外国においてはごく最近になって６インチウエハ実現がアナウンスされ、

かつ、高耐圧領域でのＳｉＣ電力変換器の実証が進みつつある。 
このような背景のもと、６インチ級ＳｉＣウエハ量産化技術の構築と対応するデバイス化プロ

セス装置開発、並びにＳｉＣパワー半導体デバイスを用いた電力変換器の効能実証を早期に実現

することが緊急の課題となった。ＳｉＣパワー半導体デバイスの応用製品としては、急激に増大

しつつあるＩＴ産業の電力消費量増加の対策となるデータセンタ用電源や、その電力源として意

味がある分散型太陽光発電システムなどに用いる電力制御機器が有望であり、その高効率化・小

型化・高信頼化に貢献するデバイス技術開発・設計技術開発等を前記したウエハやプロセス装置

開発と並行して行うことは極めて重要である。 
また、パワーエレクトロニクスは扱う電力の容量が大きいと、機能をワンチップ化して高機能

化を図ることは困難であり、高機能化はデバイスを核として、デバイスの制御系や周辺回路を組

み合わせたモジュールやパッケージ により、システム全体の最適化を図ることによってなされる

こととなる。従って、デバイスの高性能化のみが技術を牽引するのではなく、アプリケーション

に応じて製作される応用システムも重要な要素となる。従って、パワーエレクトロニクス分野に

おける我が国の競争力を更に強化するためには、各種材料のウエハ、デバイス等の性能向上を図

ると共に、産業機器、自動車、民生機器などアプリケーション毎に要求されるスペックを、最適

な材料（ＳｉＣ、ＧａＮ等）、設計技術、実装技術等を組み合わせ、最適な応用システムの構築に

より実現することが重要となる。加えて、応用システムは、新たな用途、デバイス・ユーザーの

開拓を図ること等により、他の追随を許さない環境を作る必要がある。 
以上のように、これらの課題に対して積極的な取組を行うことは、省エネルギー技術の国際的

牽引、及び我が国の産業競争力強化にとって極めて重要な意味を持つものである。 
そこで以上を目的として、以下の研究開発項目について実施する。 
 

研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
（１） 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発［委託事業  
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共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率１／２）］ 
（２） 大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発」［委託事業］ 
（３） ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術）」 

［委託事業］ 
（４） ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術［委託事業］ 
（５） ＳｉＣウエハ量産化技術開発［助成事業２／３］ 
（６） 大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証［委託事業］ 
（７） ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証［委託事業］ 
（８） 大口径対応デバイスプロセス装置開発［助成事業２／３］ 
（９） 高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発［委託事業］ 
（１０）新世代Ｓｉパワーデバイス技術開発［委託事業］ 

 
研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 
（１） ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

［共同研究事業 （ＮＥＤＯ負担率１／２）］ 
（２） ＳｉＣパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発  

［共同研究事業 （ＮＥＤＯ負担率１／２）］ 
（３） 次世代ＳｉＣ電力変換器基盤技術開発 ［委託事業］ 

 
研究開発項目③ 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発 

（１） 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発の先導研究［委託事業］ 
（２） 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発の実用化助成 

［助成事業（助成率：２／３）（※１）］ 
（※１） 民間企業単独あるいは民間企業のみでの連携等により実施される場合、

助成率を１／２とする。 
 
研究開発項目④ 新材料パワーデバイスの実用化加速技術開発 
（１） パワーデバイス用新材料ウエハの革新的製造技術の開発 

［助成事業（助成率：２／３）（※２）］ 
（２） 新材料パワーデバイスの新規用途開拓の推進［委託事業］ 

（※２） 民間企業単独あるいは民間企業のみでの連携等により実施される場合、

助成率を１／２とする。 
各研究開発項目のうち、２０１９年度に実施する項目の達成目標を以下に示す。 
 
研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
（１０） 新世代Ｓｉパワーデバイス技術開発 
【中間目標】（２０１６年度末） 

現状のＳｉＣパワーデバイスと耐圧、電流密度等で同等以上の性能を有する新世代Ｓｉパ

ワーデバイスを開発し、トランジスタとしての動作実証を行う。その上で現状のＳｉパワー
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デバイスの性能限界を突破する。 
【最終目標】（２０１９年度末） 

２０１６年度末までに動作させた新世代ＳｉパワーデバイスとゲートドライブＩＣを組

み合わせたプロトタイプモジュールを作成し、産業用実用化クラスの出力（例えば１０ｋＷ）

の変換器実証運転を行う。また、パワーデバイスとしては、低欠陥ウエハ技術、スケーリン

グ技術等の新構造化技術等の高度化を図り、スケーリングコンセプトの連続性を確認する。 

 
研究開発項目③ 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発 
（２） 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発の実用化助成 
【中間目標】（２０１６年度末） 

新材料パワーデバイスを用いたインバータ等の実現に必要となる、材料、設計技術、実装

技術等を開発する。また、その開発状況を評価することで最終目標達成のための課題を抽出

し、解決の技術的見通しを明確にする。 
 

【最終目標】（２０１９年度末） 
新材料パワーデバイスを用いたインバータ等を開発し、それらを適用した特定用途の応用

システムについて試作・動作実証を行う。 
 

研究開発項目④ 新材料パワーデバイスの実用化加速技術開発 
（１） パワーデバイス用新材料ウエハの革新的製造技術の開発 
【最終目標】（２０１９年度末） 
・貫通転位密度１，０００／ｃｍ２以下、口径４インチ以上の単結晶を実現し、当該結晶を

用いたデバイス品質の新材料ウエハ作成プロセスを生産性の高い方法で確立する。 
・上記新材料を用いた口径６インチの単結晶実現のための製造技術を確立する。 

 
（２） 新材料パワーデバイスの新規用途開拓の推進 
【最終目標】（２０１９年度末） 

①開発した共通基盤技術について、実用に即した性能評価を行い、実用化の見通しを明確

化、②要素技術を実装した新材料パワーデバイスを試作・動作検証し、Ｓｉ、ＳｉＣ等の他

材料のデバイスと比較した競争優位性の明確化、③新材料パワーデバイスの革新的な用途に

関して、具体的かつ定量的な要求仕様及びその実現可能性の明確化、を最終目標とする。 
 
 
４．実施内容及び進捗（達成）状況 

プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ ＩｏＴ推進部 野村重夫を任命して、プロジェクトの

進行全体を企画・管理し、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化さ

せるとともに、各実施者の研究開発ポテンシャルを最大限に活用し、効率的かつ効果的な研究開

発を推進する観点から、ＮＥＤＯは国立大学法人千葉大学大学院融合理工学府 佐藤之彦教授を

プロジェクトリーダー（以下「ＰＬ」という。）とし、ＰＬの下で以下の研究開発を実施した。 
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また、本研究開発の成果となる次世代パワーエレクトロニクスの材料・デバイス等の応用開発

を更に推進するために、関連する人材育成事業を行った。具体的には、パワーエレクトロニクス

事業に従事を希望する技術者や学生の育成のために、スキルレベル別の講義と実習を通して、基

本原理・原則を習得し、高い課題解決力を身につけるカリキュラムを実施した。 

 
４．１ ２０１８年度事業内容 

研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
（１０） 新世代Ｓｉパワーデバイス技術開発 
（２０１８年度進捗状況） 

両面ゲートを有するＩＧＢＴの試作に向けて、裏面にＭＯＳトランジスタを作製するプロ

セスを開発した。一方、ＩＧＢＴのスケーリング則の明確化をめざして、さらに微細化し

たＩＧＢＴの試作プロセスを構築した。ウエハ・プロセス評価では、デバイス構造・プロ

セス条件がライフタイムに及ぼす影響の定量的評価を継続するとともに、シリコン結晶成

長時の酸素・炭素混入メカニズムを明らかにした。ドライブ回路開発では、デジタルゲー

トドライブＩＣのシリアル化を行った。専用パワーモジュールの開発と連続運転評価環境

の開発も行った。 
（実施体制：国立大学法人東京大学、国立大学法人東京工業大学） 

 
研究開発項目③ 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発 
（２） 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発の実用化助成 

（２０１８年度進捗状況） 
SiC デバイスを用いた IPM 型パワーモジュール（２in１）、及び発電機電動機一体ターボ

チャージャの２次試作が完成し、各種評価を実施中。また、上記パワーモジュールを組み込

んだインバータの２次試作品と発電電動機との組み合わせを完了。 
（実施体制：株式会社 ACR） 
 

研究開発項目④ 新材料パワーデバイスの実用化加速技術開発 
（１）パワーデバイス用新材料ウエハの革新的製造技術の開発 

（２０１８年度進捗状況） 
パワーデバイス作製に資する低欠陥かつ大口径の新材料ウエハ実用化に向けた革新的製

造技術の開発が概ね計画通り進捗した。４インチシードの開発を実施し、貫通転位の低減も

進展した。THVPE 法では実証装置の設計と製作を行った。低圧酸性アモノサーマル法を使

った大型結晶育成装置（内径φ120mm オートクレーブ）が完成し稼働を開始した。 
（実施体制：三菱ケミカル株式会社、株式会社日本製鋼所） 
 
（２）新材料パワーデバイスの新規用途開拓の推進 

（２０１８年度進捗状況） 
ダイヤモンドを放熱構造体に用いた高放熱ダイヤモンドデバイスの実現に向け、まず、コ

ンポーネントレベルでの要求仕様を策定し、次に高熱伝導率を有する多結晶ダイヤモンドを
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実現した。さらに大面積のダイヤモンド合成に向け、半導体マイクロ波電源を既存 CVD 装

置へ設置して評価すると共に、電界強度分布偏差を抑制する装置構造を見出した。また、小

型デバイスを試作した。 
（実施体制：三菱電機株式会社、国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

 
無線通信の増幅器に用いる新材料 HEMT デバイスの特性を大幅に向上させる逆 HEMT

構造の最適成長条件を検討。所望のオフ角の SiC 基板入手し、C 面上で N 極性 HEMT 構造

を形成してシート抵抗の目標値を達成した。また、高品質な SiO2 膜を形成する技術を立上

げ、デバイス作製を進めている。 
（実施体制：住友電気工業株式会社） 
 

HVPE をベースにした新規結晶成長技術による新材料パワーデバイス構造の成膜技術の

開発を行った。連続成長実験と成長条件の最適化により良好な品質を確保でき、目標とする

成長速度、膜厚、不純物濃度を達成した。また基板とエピ層の欠陥同定法を確立した。 
（実施体制：国立大学法人名古屋大学、国立研究開発法人産業技術総合研究所、 

大陽日酸株式会社） 
 

第一原理計算による絶縁膜／半導体界面の欠陥構造モデリングや欠陥の絶縁膜形成条件

依存性の定量的評価を進め、原料供給手法を最適化することにより、高性能の MOSFET
の実現に向けて、目標とした低い濃度に欠陥を抑制することができた。また、プラズマ支

援 CVD や蒸着法より形成した薄膜の化学結合状態を X 線光電子分光分析した。ALD を用

いた絶縁膜形成技術については、ゲート金属に Pd および Pt を用いた際に、比較的低温の

400℃のアニールにおいても顕著なΔVth 低減効果を得た。 
（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人名古屋大学、国立大学法人

名古屋工業大学、国立大学法人筑波大学 ） 
 

４．２ 実績推移 

実績額推移 

２００９

年度 
２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度 

委託 委託 助成 委託 助成 
委託・共同研

究 

委託・共同研

究 

①一般勘定（百万円） － 

 ０（ＮＥＤＯ） 

２，０００ 

（経済産業省） 

－ １，３９１ － ２， １７０ － 

②需給勘定（百万円） ９７６ ６３８ － ２９４ － ２５５ ２，０２２ 

２０１０年度 

補正予算額 

（一般勘定） 

－ ５１５ ２，０５０ － － － － 

特許出願件数（件） ２ ０ ０ １９ １８ ２７ １６ 

論文発表数（報） ４ ７ ０ １２ ０ ２５ ４４ 

フォーラム等（件） １９ ４２ ０ ８６ ４ １０３ ８９ 
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実績額推移 
２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 

委託・共同研究 助成 委託 助成 委託 助成 

①一般勘定（百万円） － － － － － － 

②需給勘定（百万円） ２，７８０ １，７２０ ７６０ １，７４０ ９４０ １，２５０ 

特許出願件数（件） ３３ - １８ - ２ - 

論文発表数（報） ４３ - １３ - ６ - 

フォーラム等（件） ９５ - ５ - １２ - 

 

実績額推移 
２０１７年度 ２０１８年度 

委託 助成 委託 助成 

① 一般勘定（百万

円） 
― ― ― ― 

② 需給勘定（百万

円） 
５８８ １，５０７ ５６８ ２１３ 

特許出願件数（件） ３ ― ３ ― 

論文発表数（報） ７ ― ２ ― 

フォーラム等（件） ３７ ― ４０ ― 

 
 
 
５．事業内容 

プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ ＩｏＴ推進部 野村重夫を任命して、プロジェクトの進

行全体を企画・管理し、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させる

とともに、各実施者の研究開発ポテンシャルを最大限に活用し、効率的かつ効果的な研究開発を推

進する観点から、ＮＥＤＯは国立大学法人千葉大学大学院融合理工学府 佐藤之彦教授をプロジェ

クトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

また、本研究開発の成果となる次世代パワーエレクトロニクスの材料・デバイス等の応用開発を

更に推進するために、関連する人材育成事業を行う。具体的には、パワーエレクトロニクス事業に

従事を希望する技術者や学生の育成のために、スキルレベル別の講義と実習を通して、基本原理・

原則を習得し、高い課題解決力を身につけるカリキュラムを実施する。さらに、最新の海外技術動

向など調査活動を行う。 
  実施体制については別紙を参照のこと。 
 
 
５．１ ２０１９年度事業内容 
研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
（１０） 新世代Ｓｉパワーデバイス技術開発 

両面ゲートを有する３ｋＶ系の高耐圧ＩＧＢＴの試作を行う。一方、ＩＧＢＴのトータル性

能を連続的に向上できるスケーリングコンセプトを構築する。ウエハ・プロセス評価では、ラ
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イフタイムを指標として両面ゲートＩＧＢＴプロセスの評価・最適化を進める一方で、シリコ

ンウェハ品質向上へのフィードバックも行い、低欠陥ウエハ技術を構築する。大電流パワーモ

ジュールの試作と産業実用化クラスの出力の変換器実証運転による評価も行う。以上のことか

ら、スケーリングＩＧＢＴとゲートドライブＩＣを搭載した新世代Ｓｉパワーデバイス技術の

コンセプトの有用性を実証する。 
（実施体制：国立大学法人東京大学、国立大学法人東京工業大学） 

 
研究開発項目③ 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発 
（２） 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発の実用化助成 

SiC デバイスを用いた IPM、及び発電電動機一体ターボチャージャの性能/耐久評価を行い、

実用化可能であることを実証する。また、発電電動機と前記 SiC デバイス組み込みインバータ

をエンジンに取り付け、耐久評価を実施して実用性を実証する。さらにエンジンを用いて SBD
最適化評価と耐久評価も実施する。これらを通して、本システムが低速トルク大幅アップと高

速域での燃費向上を達成でき、かつ実用化可能なレベルであることを実証する。 
（実施体制：株式会社 ACR） 

 
研究開発項目④ 新材料パワーデバイスの実用化加速技術開発 
（１） パワーデバイス用新材料ウエハの革新的製造技術の開発 

パワーデバイス作製に資する低欠陥かつ大口径の新材料ウエハ実用化に向けた革新的製

造技術を開発する。貫通転位密度 １，０００／ｃｍ２以下、口径４インチ以上の単結晶を確

立・実証する。低圧酸性アモノサーマル法での内径１２０ｍｍオートクレーブを用いた育成

実験においては４インチ結晶成長の実証を行うとともに、オートクレーブの製作・運用を通

して得られた知見を集約し、将来に向けて６インチ単結晶成長用の内径２４０ｍｍの低圧用

大型オートクレーブの設計・提案も行う。 
（実施体制：三菱ケミカル株式会社、株式会社日本製鋼所） 
 

（２） 新材料パワーデバイスの新規用途開拓の推進 
 高熱伝導率を有するダイヤモンドを放熱構造体に用いた高放熱ダイヤモンドデバイスにつ

いて、新規大面積ダイヤモンド合成方式の原理実証機を試作し性能評価とシミュレーション精

度の向上検討を行って大面積合成への適用可能性を検討する。高放熱ダイヤモンドデバイスを

試作・動作検証して、他材料のデバイスを比較した競争優位性と共に、革新的な用途に関して

具体的かつ定量的な要求仕様及びその実現可能性を明確化する。 
（実施体制：三菱電機株式会社、国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

 
高周波無線用途の逆 HEMT 構造を最適化すべく、高品質な結晶成長技術、絶縁膜形成技

術を開発する。開発した結晶成長技術、絶縁膜形成技術を用い、実際に逆 HEMT 構造を設

計、試作し、高周波無線用途の HEMT 構造として、N 極面を用いた逆 HEMT 構造が有効

であることを実証する。 
（実施体制：住友電気工業株式会社） 
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HVPE をベースにした新規結晶成長技術による新材料パワーデバイス構造の成膜技術の開

発を行い、デバイスでの動作実証により本手法の有用性を示す。合わせて単結晶基板中の欠陥

評価手法を確立し、単結晶基板のキラー欠陥の評価を行い、低コストで高速高品質な成膜手法

および装置化技術を確立する。 
（実施体制：国立大学法人名古屋大学、国立研究開発法人産業技術総合研究所、 

大陽日酸株式会社） 
 
第一原理計算による絶縁膜／半導体の欠陥構造モデリングを進め、絶縁膜形成プロセスと

MOS の電気的特性の関連性を調べ、MOSFET に適した界面構造形成の指針を明確にする。ま

た、プラズマ支援 CVD や蒸着法により形成した薄膜の光電子分光分析技術を適用し、界面欠

陥準位密度を低減するための指針や、MOSFET に適した界面構造形成の指針を構築する。ALD
を用いた絶縁膜形成技術については、ゲート電極材料およびアニール条件の最適化を行う。 

これらを行うことで、新材料 MOS パワーデバイスや新材料 CMOS 回路のインテリジェン

トパワーIC への適用性を評価する。 
（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人名古屋大学、国立大学法人

名古屋工業大学、国立大学法人筑波大学 ） 
 

５．２ ２０１９年度事業規模 
委託事業        助成事業 

需給勘定  ４３５百万円（継続）  １４０百万円（継続） 
 
事業規模については、変動があり得る。 

 
 
６．その他重要事項 
（１）評価の方法 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義、将

来の産業への波及効果等について、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評価を実施する。 
 
（２）運営・管理 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省と密接な関係を維持

しつつ、プログラムの目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。また、必要に応じて、

外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 

 
（３）複数年度契約の実施 

研究開発項目③ （２）の助成事業については２０１４～２０１９年度の複数年度交付決定を

行う。 
研究開発項目④ （１）の助成事業については２０１７～２０１９年度の複数年度交付決定を
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行う。 
研究開発項目④（２）の委託事業については２０１７～２０１９年度の複数年度契約を行う。 

 
（４）知財マネジメントにかかる運用 

「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」に従ってプロジェクトを運用する。

（研究開発項目①（１０）、研究開発項目③、及び研究開発項目④のみ） 

 
 
７．実施方針の改訂履歴 
   （１）２０１９年３月、制定。 

（２）２０２０年２月、ＰＬの記載、体制図及び実績等の修正に伴う改訂。 
（３）２０２０年１０月、軽微な修正（誤記訂正） 
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（別紙）事業実施体制の全体図 
   
 

研究開発項目①低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
  （１０）新世代 Si パワーデバイス技術開発 
  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ファインセラミックス技術研究組合(9) 

技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構(9) 

委託 

共同実施 

委託  

共同実施 

東京大学 

東京工業大学 

明治大学、九州大学、 

九州工業大学、首都大学東京、横浜国立大学、 

北九州市 

 

東芝、三菱電機 

NEDO

 プロジェクトマネージャー 

所属：IoT推進部 

氏名：野村重夫 

プロジェクトリーダー 

所属：千葉大学 

役職：大学院融合理工学府教授 

氏名：佐藤 之彦 

協議・提言 

研究開発テーマ名 

 

新世代ＳｉーＩＧＢＴと応用基本技術の研究開発 
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研究開発項目③次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発 

（２）次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発の実用化助成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

ＮＥＤＯ 

プロジェクトリーダー 

所属：千葉大学 

役職：大学院融合理工学府教授 

氏名：佐藤 之彦 

研究開発テーマ名 

 

次世代パワーデバイスを用いた発電電動一体ターボチャージャによる排熱回収システムの研究開発 

協議・提言 プロジェクトマネージャー 

所属：IoT推進部 

氏名：野村重夫 

助成 2/3 
ACR 東京理科大学 

共同研究 
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研究開発項目④新材料パワーデバイスの実用化加速技術開発 

（１）パワーデバイス用新材料ウエハの革新的製造技術の開発 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ 

研究開発テーマ名 

パワーエレクトロニクス用大口径バルクGaN結晶の実用化開発 

プロジェクトマネージャー 

所属：IoT推進部 

氏名：野村重夫 

三菱ケミカル 
助成 2/3 

東京農工大学 

東北大学 
 

共同研究 

日本製鋼所 
共同研究 

助成 2/3 

プロジェクトリーダー 

所属：千葉大学 

役職：大学院融合理工学府教授 

氏名：佐藤 之彦 

協議・提言 
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研究開発項目④新材料パワーデバイスの実用化加速技術開発 

（２）新材料パワーデバイスの新規用途開拓の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ 

研究開発テーマ名 

(a) : 窒化ガリウムパワーデバイス高出力化のための高放熱構造の研究開発 

(b) : 高効率大容量無線通信を実現する高周波GaN HEMTの研究開発 

(c) : 低不純物・高成長速度の次世代HVPE法による低価格・大電力GaNパワーデバイス製造プロ 

セスの研究開発 

(d) : GaN物性を最大限に発揮させる最適なパワーデバイス構造の確立とその工業的な製造プロ 

セスに繋がる絶縁膜形成技術の研究開発 

プロジェクトマネージャー 

所属：IoT推進部 

氏名：野村重夫 

三菱電機(a) 
 

委託 

東京工業大学, 東北大学,情報通信研究機構 共同研究 

産業技術総合研究所(a) 
 

委託 

住友電工 (b) 
 

委託 

名古屋大学(c) 
 (c) 

委託 
デンソー 

再委託 

産業技術総合研究所(c) 
 

委託 

大陽日酸(c) 
 (c) 

委託 

産業技術総合研究所(d) 
 

委託 

名古屋大学(d) 
 (c) 

委託 

名古屋工業大学(d) 
 (c) 

委託 

筑波大学(d) 
 (c) 

委託 

プロジェクトリーダー 

所属：千葉大学 

役職：大学院融合理工学府教授 

氏名：佐藤 之彦 

協議・提言 
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人材育成事業 

パワーエレクトロニクス技術に関する人材育成事業の展開 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

ＮＥＤＯ 

研究開発テーマ名 

(a) : スイッチング電力変換機器の開発人材育成 

(b) : 先端パワーエレクトロニクス技術体系教育講座の構築と実証 

 

プロジェクトマネージャー 

所属：IoT推進部 

氏名：野村重夫 

大阪大学(a) 
独立行政法人国立高等専門学校機構 

奈良工業高等専門学校 

再委託 

横浜国立大学(b) 

プロジェクトリーダー 

所属：千葉大学 

役職：大学院融合理工学府教授 

氏名：佐藤 之彦 

協議・提言 

委託 

委託 
特定非営利活動法人ＹＵＶＥＣ 

再委託 


